
平成３０年度随意契約情報（委託料）財務部
　

契約内容の詳細については各発注課にお問い合わせ下さい。

所属名 グループ名 契約の相手方 契約件名 開始 終了 契約金額(円） 適用条項 随意契約理由

1 税務局 税政
システムグ
ループ

富士通　株式会社　関西支社
税務情報システム用サーバリ
プレイスに伴う非互換改修・
移行業務

20180417 20190131 183,420,504
特例政令第１１条第１
項第２号

業務（システム改修業務）が
特定の者（当該システムの開
発及び運用業者）でなければ
実施することができないもの
であるため

2 税務局 税政
システムグ
ループ

富士通　株式会社　関西支社
地方税電子申告システム、国
税連携システム、ＯＳＳシステ
ム等に係る運用管理業務

20180401 20190331 54,000,000
特例政令第１１条第１
項第２号

業務（システム運用管理）が
特定の者（当該システムの開
発業者）でなければ実施する
ことができないものであるた
め

3 税務局 税政
システムグ
ループ

株式会社　りそな銀行
府税の管理事務に係る機械
計算処理義務

20180401 20190331 42,067,123
特例政令第１１条第１
項第２号

業務（機械計算処理業務）が
特定の者（指定金融機関）で
なければ実施することができ
ないものであるため

4 税務局 税政
システムグ
ループ

地方公共団体情報システム
機構

自動車登録・検査情報都道
府県提供業務の委託契約

20180401 20190331 29,418,120
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（自動車登録情報作成業
務）が特定の者（当該団体）で
なければ実施することができ
ないものであるため

5 税務局 税政
システムグ
ループ

富士通　株式会社　関西支社
大阪府証紙廃止に伴う納税
証明発行手数料納付書作成
等に係るシステム改修業務

20180522 20181031 25,488,108
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（システム改修業務）が
特定の者（当該システムの開
発及び運用業者）でなければ
実施することができないもの
であるため

6 北河内府税 北河内府税 総務課 大都美装　株式会社
大阪府北河内府民センタービ
ル清掃等業務

20180601 20181001 11,199,600
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第６号

継続を要する業務（清掃等の
庁舎総合管理業務）で現に契
約履行中の当該業者に引き
続き実施させた場合、経費の
節減が確保できる等有利と認
められるため

7 泉南府税 泉南府税 総務課 株式会社　サクセス
大阪府泉南府民センタービル
清掃等業務

20180601 20181001 10,774,620
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第６号

継続を要する業務（清掃等の
庁舎総合管理業務）で現に契
約履行中の当該業者に引き
続き実施させた場合、経費の
節減が確保できる等有利と認
められるため

8 税務局 徴税対策
軽油諸税グ
ループ

大阪府石油協同組合
平成３０年度不正軽油流通防
止対策業務委託契約及び経
費の支出について

20180401 20190331 6,787,800
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

特別の目的（不正軽油流通防
止対策）を有する業務であり、
委託先（大阪府石油㈿）が特
定されるため
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契約内容の詳細については各発注課にお問い合わせ下さい。

所属名 グループ名 契約の相手方 契約件名 開始 終了 契約金額(円） 適用条項 随意契約理由

9 税務局 税政
総務グルー
プ

今井明飾　株式会社
大阪府泉北府税事務所他１
所空調設備運転管理業務

20180601 20190331 4,354,560
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第８号

再度の入札に付し落札者が
ないため

10 税務局 徴税対策
納税グルー
プ

株式会社　りそな銀行
収納済通知書イメージデータ
作成、検索閲覧サービス利用
に関する業務

20180401 20190331 4,200,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（収納済通知書をイメー
ジデータとして作成し、その検
索閲覧サービスを行う業務）
が特定の者（金融機関で納付
された府税収納金に係る収納
済通知書から税務情報システ
ムに収入消込みするための
府税の管理事務に係る機械
計算処理業務を行う者）でな
ければ実施することができな
いものであるため

11 税務局 徴税対策
自動車税グ
ループ

一般社団法人　大阪府自家
用自動車連合協会

自動車税等申告済確認調査
事務

20180401 20190331 2,392,697
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（自動車税等申告済確認
調査事務　）が特定の者（業
務を実施する唯一の事業者）
でなければ実施することがで
きないものであるため

12 税務局 徴税対策
自動車税グ
ループ

一般社団法人　日本自動車
販売協会連合会　大阪府支
部

自動車税及び自動車取得税
の申告データ作成業務

20180401 20190331 2,361,960
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（自動車税及び自動車取
得税に係る申告データ作成業
務）が特定の者（業務を実施
する唯一の事業者）でなけれ
ば実施することができないも
のであるため

13 税務局 税政
システムグ
ループ

富士通　株式会社　関西支社
国税連携受信サーバ調達支
援業務

20180420 20180630 2,173,608
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（システム支援業務）が
特定の者（当該システムの運
用業者）でなければ実施する
ことができないものであるた
め

14 財政 財政
総務グルー
プ

富士通　株式会社　関西支社
予算編成支援システム運営
補佐業務

20180401 20180930 2,062,800
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（システム管理等業務）
が特定の者（当該システムの
開発者）でなければ実施する
ことができないものであるた
め

15 税務局 税政
総務グルー
プ

今井明飾　株式会社
大阪府泉北府税事務所他１
所電話交換業務（単価契約）

20180601 20190331 1,520,640
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第８号

競争入札に付しても入札者が
ないため
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16 税務局 徴税対策
納税グルー
プ

株式会社　りそな銀行 大阪府税口座振替伝送業務 20180401 20190331 1,458,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（府税の口座振替による
収納事務において必要となる
本府及び金融機関との間の
口座振替データの受け渡しを
通信回線を利用して行う業
務）が特定の者（口座振替に
よる府税の収納を行っている
府の指定金融機関）でなけれ
ば実施することができないも
のであるため

17 財産活用 財産活用
経営管理グ
ループ

株式会社　システムリサーチ
大阪支店

公有財産台帳等管理システ
ム機能  改善課題調査対応
業務

20180427 20190329 1,404,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（システム調査・提案改
善）が特定の者（当該システ
ムの開発業者）でなければ実
施することができないもので
あるため。

18 財政 財政
財務調査グ
ループ

富士通　株式会社　関西支社
決算統計支援システム改修
業務委託

20180530 20180831 1,370,520
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（システム改修業務）が特定
の者（当該システムの開発業者）
でなければ実施することができな
いものであるため

19 財産活用 財産活用
経営管理グ
ループ

株式会社　システムリサーチ
大阪支店

大阪府公有財産台帳等管理
システム運用保守業務

20180401 20190331 1,249,668
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（システム保守）が特定
の者（当該システムの開発業
者）でなければ実施すること
ができないものであるため。

20 税務局 税政
システムグ
ループ

富士通　株式会社　関西支社
元号改正に係る税務情報シ
ステム改修業務

20180831 20190331 9,967,104
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（システム改修業務）が
特定の者（当該システムの開
発及び運用業者）でなければ
実施することができないもの
であるため

21 税務局 徴税対策
自動車税グ
ループ

アデコ　株式会社　西日本事
業本部  ソリューション営業部

「税務窓口業務等委託業務」
に係る大阪府証紙廃止に伴う
追加業務

20180926 20190131 5,894,100
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

既に調達した業務（税務窓口
業務等委託業務）に付随する
業務で、既に契約した相手方
以外の者から調達したなら
ば、既に調達した業務の便益
を享受することに著しい支障
が生じるおそれがあるため
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22 税務局 税政
システムグ
ループ

富士通　株式会社　関西支社
自動車税（環境性能割）の導
入に伴う税務情報システムの
改修業務

20181101 20190930 242,784,000
特例政令第１１条第２
号

業務（システム改修業務）が
特定の者（当該システムの開
発及び運用業者）でなければ
実施することができないもの
であるため

23 税務局 税政
システムグ
ループ

富士通　株式会社　関西支社

ｅＬＴＡＸ更改及び地方税共通
納税システム導入に伴うシス
テム改修等業務契約の締結
及び経費の支出について

20181107 20190930 81,423,900
特例政令第１１条第２
号

業務（システム改修業務）が
特定の者（当該システムの開
発及び運用業者）でなければ
実施することができないもの
であるため

24 税務局 税政
システムグ
ループ

富士通　株式会社　関西支社

平成３０年度地方税法施行規
則様式改正に伴う税務情報
システム及びＯＣＲシステム
改修業務

20181010 20190331 23,730,300
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（システム改修業務）が
特定の者（当該システムの開
発及び運用業者）でなければ
実施することができないもの
であるため

25 税務局 徴税対策
自動車税グ
ループ

株式会社　エヌ・ティ・ティマー
ケティング

府税コールセンター運営業務
委託料にかかる経費支出

20181030 20181231 16,630,800
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

継続を要する業務（府税コー
ルセンターの運営）で現に契
約履行中の当該業者に引き
続き実施させた場合、経費の
節減が確保できる等有利と認
められるため

26 税務局 税政
システムグ
ループ

富士通　株式会社　関西支社
法人減免対象見直しに係るシ
ステム改修業務

20181010 20190331 6,178,896
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（システム改修業務）が
特定の者（当該システムの開
発及び運用業者）でなければ
実施することができないもの
であるため

27 財産活用 財産活用
経営管理グ
ループ

株式会社　システムリサーチ
大阪支店

公有財産台帳等管理システ
ム機能改善　信託受益権追
加及び元号改定に伴うシステ
ム改修業務

20181126 20190329 5,987,444
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（システム改修業務）が
特定の者（当該システムの開
発業者）でなければ実施する
ことができないものであるた
め。

28 税務局 税政
総務グルー
プ

中間貯蔵・環境安全事業　株
式会社　北九州ＰＣＢ処理事
業所長

大阪府豊能府税事務所他２
箇所におけるポリ塩化ビフェ
ニル廃棄物処理業務

20181101 20190331 4,810,578
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（高濃度PCB廃棄物の処
理）が特定の者（中間貯蔵・環
境安全事業株式会社）でなけ
れば実施することができない
ものであるため
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29 税務局 税政
システムグ
ループ

富士通　株式会社　関西支社
税務情報システム維持管理
業務

20190101 20231231 777,600,000
特例政令第１１条第２
号

業務（システム維持管理業
務）が特定の者（当該システ
ムの開発及び運用業者）でな
ければ実施することができな
いものであるため

30 税務局 税政
システムグ
ループ

富士通　株式会社　関西支社
宿泊税制度改正に伴う税務
情報システム改修業務

20190201 20190628 32,752,944
特例政令第１１条第２
号

業務（システム改修業務）が
特定の者（当該システムの開
発及び運用業者）でなければ
実施することができないもの
であるため

31 税務局 税政
システムグ
ループ

富士通　株式会社　関西支社
平成３０年度税制改正に伴う
税務情報システム改修業務

20190121 20190331 13,986,108
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（システム改修業務）が
特定の者（当該システムの開
発及び運用業者）でなければ
実施することができないもの
であるため

32 財政 財政
財務調査グ
ループ

富士通　株式会社　関西支社
決算統計支援システムｗｉｎｄ
ｏｗｓ１０対応及び共通プラット
フォーム移行業務委託

20181225 20190315 3,449,520
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（システム改修業務）が
特定の者（当該システムの開
発業者）でなければ実施する
ことができないものであるた
め

33 税務局 税政
システムグ
ループ

富士通　株式会社　関西支社
自動車税申告書OCRシステ
ムに係る環境性能割対応の
改修業務

20190301 20190930 5,288,652
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（システム改修業務）が
特定の者（当該システムの開
発及び運用業者）でなければ
実施することができないもの
であるため

Ｈ３０．４～５月 19 件 387,704,328 円
Ｈ３０．８～９月 2 件 15,861,204 円

Ｈ３０．１０～１１月 7 件 381,545,918 円
Ｈ３０．１２～Ｈ３１．１月 4 件 827,788,572 円

Ｈ３１．２～３月 1 件 5,288,652 円
合計 33 件 1,618,188,674 円

財務部（委託料）


